
第 23 期  第 31 回 農業委員会総会審議結果 

審 議 事 項 

議 案 第 １ 号    現況証明願いの下附について 

所在・地番 
公簿 

地目 

農地台帳 

地  目 

面積 

 （㎡） 

申  請  者 

（所有者） 

願出 

理由 

調査 

結果 
調査委員 

字樽前 

43 番 1 

44 番 1 

畑 

畑 

登録なし 

登録なし 

1,157

7,484

■■■市■■■ 

■番■■号 

土地家屋調査士 

 ■■ ■■ 

■■■市■■■ 

■■番地 

■ ■■

地目変更

登記の為 

農地･採草 

放牧地以外 
農業委員 

及川 末男 

野村 真理子 

 中岡 亮太 

推進委員 

黒坂 章 

羽原 吉一 

山本 まり子 

議 案 第 2 号   農地所有適格法人要件の確認について

農地所有適格法人名 
確 認 要 件 

法人形態要件 事業要件 構成員要件 業務執行役員要件 

(有) ■■■■■■■■ ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 

(株) ■ ■■■■  ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 

(株) ■■■■■■■■ ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 ○適  ・ 否 
※農地所有適格法人確認書は別紙 １ 

開 催 日 時  令和 2年 6月 26 日（金曜日） 午後 2時 00 分～午後 2時 50 分 

開 催 場 所  苫小牧市役所 9階議会大会議室 

出 席 農 業 委 員 
山 内  幸 子 丹 羽  秀 則 中 岡  亮 太 今 泉  宏 治 

計６名 
五十嵐 堅司 野村 真理子   

欠 席 委 員 及 川  末 男     

議事録署名委員 中 岡  亮 太 今泉 宏治  

審議結果 原案可決 

審議結果 原案可決 



議 案 第 3 号    農用地利用状況報告について 

農業経営基盤強化促進法施行規則第 16 条の 2の規定による報告 

利用権設定を受けた者の氏名等 (有)■■■■■■  代表取締役 ■■ ■■ 

農用地等の面積 

（第 16 条の 2第 1項 2号） 

権利設定 農用地等の面積（㎡） 

解除条件付使用貸借 138,248 

耕作の状況 

（第 16 条の 2第 1項 3号） 

作物の種類 作付面積(㎡) 生産量（㎡） 反収（㎡/10a） 

芝生 138,248 58,171 447 

計 138,248 58,171 447 

周辺の農用地に及ぼしている影響 

（第 16 条の 2第 1項 4号） 
なし 

地域農業との役割分担の状況 

（第 16 条の 2第 1項 5号） 
なし 

添付資料 

（第 16 条の 2第 2項） 
なし 

※確認書は別紙 2

議 案 第 4 号    農地法第 4 条の規定による許可申請について 

 （自己転用） 

所在・地番 公簿地目 現況地目 面積（㎡） 申請者

苫小牧市字美沢 

114 番 4 の内
畑 畑 356

■■郡■■町■■■■ ■■■番地 

■■ ■■

転用の理由 転用の概要

当該申請地であります■■■■■■■■■■は、軽種

馬の牧場であり■■町■■■■地区と並び■■■■■■

■■の営農中心地であります。空港地区は隣接する■■

市■■地区、■■町■■■■地区における営農地拡大に

より管理馬が増加しており対応策として一昨年に空港地区

に新たな厩舎６棟を建設する計画を立案致しました。昨年６

棟の内３棟の建設に着手し今年１１月の竣工に向け工事中

であります。当該申請は現在建設工事中である厩舎のうち

Ｒ-２棟の厩舎横に牧場スタッフの休憩所を建設するもので

す。当初計画ではＲ-１棟、Ｒ-２棟の建設区域には休憩所１

棟の建設も含まれていましたが厩舎２棟に対し休憩所１棟

では不足であると判断し建設を計画致しました。又、昨今流

行している新型コロナウイルスの終息時期が予測できない

現状を踏まえると、長期にわたる感染予防対策の一環とし

ても休憩所は２棟整備した方が良いとの判断に至りました。 

 以上の理由により申請致します。

①転用の目的 

  休憩所の建設 

②施設の概要 

  休憩所      17.04 ㎡ 

  通路駐車場  140.06 ㎡ 

  管理敷地    198.90 ㎡ 

  合計       356.00 ㎡ 

③工事計画 

  許可日から令和 2年 11 月 30 日まで 

④資金計画及び事業費 

 資金計画 

    自己資金  ■■■■■千円 

 事業費 

    建築工事   ■■■■千円 

    舗装工事   ■■■■千円 

    緑化工事     ■■■千円 

    合計     ■■■■■千円

※確認書は別紙 3

審議結果 原案可決 

審議結果 原案可決 



議 案 第 5 号    農用地利用集積計画の策定について

（賃貸借権の設定） 

整理 

番号 
Ｒ２－２ 

利用権の設定を受ける者 
住    所 ■■群■■町■■■■ ■■■番地

氏名又は名称 ■■■ ■

利用権を設定する者 
住    所 苫小牧市字■■ ■■番地■■ 

氏名又は名称 ■■ ■■■

利用権を設定する土地 設定する利用権 

所    在 地  番 現況地目 面 積(㎡) 利用権の種類 内  容 

苫小牧市 

   字美沢 

63 番 1 の内 

63 番 2 の内 

63 番 3 の内 

畑 

畑 

畑 

17,787

30,952 

6,261

（計 55,000） 

賃貸借権 普通畑 

設定する利用権 利用権設定等促進

事業の実施により

成立する利用権の

設定等に係る当事

者間の法律関係 

始期 終期 借賃(円) 借賃の支払方法 

令和 2年 7月 1日 令和5年5月31日 
■■■■■■円/年 

（■■■■/10a） 

毎年11月末迄に

■■氏の口座に

振込み 賃貸借権 

利用権の設定を受ける者の農業経営の状況等 

氏 名 又 は 名 称 性別 年齢 農作業従事日数 

■■■ ■ 男 ５８歳 ３６５日 

設定を受ける土地の面積(㎡) 
現に耕作又は養畜の事業に供している

農用地の面積(㎡) 
主たる経営作目 

農   地 55,000 
農 地 289,876 酪農 

そ の 他  

世帯員（構成員）の農作業従事及び 

雇用労働力の状況 
主な家畜の飼養状況 主な農機具の所有状況 

世帯員 

（構成員） 

農業従事者 

（内 15 歳以上 60 歳

未満の者） 

雇用労働力 

（年間延日数）
種  類 数 量 種   類 数 量 

男  2 人 

農業専従者 
3 人 

(2 人) 

－ 乳牛 ２５頭 
トラクター 

農機具他 

５台 

1 式 

農 

業 

補 

助 

者 

主 と し

て農業

に従事

する者 

 人 

( 人) 

女  3 人 

従 と し

て農業

に従事

する者 

 人 

( 人) 

 ※農業経営基盤強化促進法第 18条調査書は別紙 4 

審議結果 原案可決 



議 案 第 6 号    平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価、並びに令和２年度

の目標及びその達成に向けた活動計画について 

・ 平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価（案） ・・・ 別紙 5 

・ 令和２年度の目標及びその達成に向けた活動計画（案） ・・・・・・・・ 別紙 6 

その他

（１）今後の予定について 

   ・第 24 期 農業委員会委員の任命式 

     7 月 16 日（木） 午前 10 時（市役所本庁舎 5階第 1応接室） 

   ・第 24 期 第 1回農業委員会総会 

     7 月 20 日（月） 午前 10 時（市役所本庁舎 9階第 2委員会室） 

   ・第 24 期 農地利用最適化推進委員委嘱式 

     7 月 31 日（金） 午後 2時（市役所第二庁舎 2階北会議室） 

   ・第 24 期 第 1回合同会議 

     7 月 31 日（金） 午後 2時 30 分（市役所第二庁舎北会議室） 

審議結果 原案可決 



別紙 1

法人の名称：

平成30年6月28日 令和元年6月27日

平成30年5月28日 令和元年5月30日 令和2年5月11日

13.3 13.3 13.3

有限会社 有限会社 有限会社

適　・　否 適　・　否 適　・　否

事業 軽種馬育成 軽種馬育成 軽種馬育成

の

種類

適　・　否 適　・　否 適　・　否

２人（ ３００ ） ２人（ ３００ ） ２人（ ３００ ）

①

② ２人（ ３００ ） ２人（ ３００ ） ２人（ ３００ ）

③

④

⑤

⑦

適　・　否 適　・　否 適　・　否

２人 ２人 ２人

⑧ ２人 ２人 ２人

⑨ ２人 ２人 ２人

有　・　無 有　・　無 有　・　無

適　・　否 適　・　否 適　・　否

(⑨が「0人」の場合）
農業に常時従事し、かつ、農作
業に従事する重要な使用人の有
無

⑥

（うち市町村･農業協同組合系統
の有する議決権）

採草放牧地

農  畜  産  物  名

そ の 他 事 業 名

要件を満たさなくなるおそれがある事実
関係（勧告した場合には、翌年に是正状
況等を記載する）

備              考

うち農業に常時従事する
構成員数

うち農業に常時従事し、かつ
農作業に従事する者の数

承認会社

要  件  の  適  否

構

成

員

数

記載年月日（総会承認日）

関 連 事 業 等 名

報                 告

前    回   報    告

①～⑥以外の者

議決権の状況

そ
の
他
事
業

田

畑

（投資円滑化法第10条）

市町村･農業協同組合等

要  件  の  適  否

前  々  回  報  告

法　　人　　形　　態

要  件  の  適  否

報                 告

前    回   報    告

農

業売
上
高

（
円

）

経営面積
（ha）

合                 計

主たる事務所の所在地：

理  事  等  の 総  数

要  件  の  適  否

総　　　　　　　　数

農地提供者

農作業委託者

農地所有適格法人要件確認書

（　　　　　　）（　　　　　　）

合                 計

農地中間管理機構

農業常時従事者

報　告　受　理　日

前  々  回  報  告

（　　　　　　）

農
業
・
農
作
業
従
事
の
状
況



平成30年10月23日 令和元年6月27日

平成30年10月9日 令和元年5月16日 令和2年6月1日

7.06（苫3.23） 4.84（苫3.23） 4.84（苫3.23）

株式会社 株式会社 株式会社

適　・　否 適　・　否 適　・　否

事業 ベビーリーフ、トマト ベビーリーフ、トマト ベビーリーフ、トマト

の

種類

適　・　否 適　・　否 適　・　否

7人（　500　） 7人（　500　） 7人（　500　）

①

② 5人（　254　） 5人（　254　） 5人（　254　）

③

④

⑤

⑦ 2人（　246　） 2人（　246　） 2人（　246　）

適　・　否 適　・　否 適　・　否

3人 3人 4人

⑧ 3人 3人 4人

⑨ 0人 0人 0人

有　・　無 有　・　無 有　・　無

適　・　否 適　・　否 適　・　否

法　　人　　形　　態

農地所有適格法人要件確認書

法人の名称：

主たる事務所の所在地：

記載年月日（総会承認日）

報　告　受　理　日

要  件  の  適  否

農  畜  産  物  名

関 連 事 業 等 名

そ の 他 事 業 名

経営面積
（ha）

田

畑

採草放牧地

売
上
高

（
円

）

農

業

前  々  回  報  告

前    回   報    告

報                 告

合                 計

承認会社
⑥

そ
の
他
事
業

前  々  回  報  告

前    回   報    告

報                 告

合                 計

要  件  の  適  否

（　　　　　　）

構

成

員

数

総　　　　　　　　数

農地提供者

農業常時従事者

農作業委託者

農地中間管理機構

市町村･農業協同組合等

うち農業に常時従事し、かつ
農作業に従事する者の数

(⑨が「0人」の場合）
農業に常時従事し、かつ、農作業
に従事する重要な使用人の有無

要  件  の  適  否

（投資円滑化法第10条）

議決権の状況
（　　　　　　） （　　　　　　）（うち市町村･農業協同組合系統

の有する議決権）

要件を満たさなくなるおそれがある事実
関係（勧告した場合には、翌年に是正状
況等を記載する）

備              考

①～⑥以外の者

要  件  の  適  否

農
業
・
農
作
業
従
事
の
状
況

理  事  等  の 総  数

うち農業に常時従事する
構成員数



平成30年7月30日 令和元年6月27日

平成30年6月28日 令和元年6月6日 令和2年6月1日

42.9（苫23.8） 42.9（苫23.8） 42.9（苫23.8）

株式会社 株式会社 株式会社

適　・　否 適　・　否 適　・　否

事業 ｷｬﾍﾞﾂ、ｽｲｰﾄｺｰﾝ、その他野菜 ｷｬﾍﾞﾂ、ｽｲｰﾄｺｰﾝ、その他野菜 ｷｬﾍﾞﾂ、ｽｲｰﾄｺｰﾝ、その他野菜

の 農産物直売所 農産物直売所 農産物直売所

種類 ソフトクリーム販売 ソフトクリーム販売 ソフトクリーム販売

適　・　否 適　・　否 適　・　否

1人（100） 1人（100） 2人（300）

①

② 1人（100） 1人（100） 2人（300）

③

④

⑤

⑦

適　・　否 適　・　否 適　・　否

1人 1人 2人

⑧ 1人 1人 2人

⑨ 1人 1人 2人

有　・　無 有　・　無 有　・　無

適　・　否 適　・　否 適　・　否

農地所有適格法人要件確認書

法人の名称：

記載年月日（総会承認日）

報　告　受　理　日

経営面積
（ha）

田

畑

採草放牧地

主たる事務所の所在地：

法　　人　　形　　態

要  件  の  適  否

農  畜  産  物  名

関 連 事 業 等 名

そ の 他 事 業 名

売
上
高

（
円

）

農

業

前  々  回  報  告

前    回   報    告

報                 告

合                 計

そ
の
他
事
業

前  々  回  報  告

前    回   報    告

報                 告

合                 計

要  件  の  適  否

構

成

員

数

総　　　　　　　　数

農地提供者

農業常時従事者

農作業委託者

農地中間管理機構

市町村･農業協同組合等

承認会社
⑥

（投資円滑化法第10条）

議決権の状況
（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）（うち市町村･農業協同組合系統

の有する議決権）

要件を満たさなくなるおそれがある事実
関係（勧告した場合には、翌年に是正状
況等を記載する）

備              考

①～⑥以外の者

要  件  の  適  否

農
業
・
農
作
業
従
事
の
状
況

理  事  等  の 総  数

うち農業に常時従事する
構成員数

うち農業に常時従事し、かつ
農作業に従事する者の数

(⑨が「0人」の場合）
農業に常時従事し、かつ、農作業
に従事する重要な使用人の有無

要  件  の  適  否



別紙 2 

農業経営基盤強化促進法第２０条の２第１項 確認書

賃借人： (有)■■■■■■ 

取締役 ■■ ■■ 

賃貸人： 28－6 ■■ ■■ 

28－7 ■■ ■ 
作成者： ■■ ■■ 

法２０条の２条項 判断理由 取消しに該当 

第１項第１号 

（地域との調和・影響） 

・その農用地において行う耕作又は

養畜の事業により、周辺の地域にお

ける農用地の農業上の効率的かつ

総合的な利用の確保に支障が生じ

ているとき。 

事実はない。 しない 

第１項第２号 

（継続的安定的農業経営） 

・地域の農業における他の農業者と

の適切な役割分担の下に継続的か

つ安定的に農業経営を行っていな

いと認めるとき。 

労働力が確保さ

れ、農地を利用

している。 

しない 

第１項第３号 

（法人の場合の常時従事） 

・その法人の業務を執行する役員の

いずれもがその法人の行う耕作又

は養畜の事業に常時従事していな

いと認めるとき。 

 ※常時従事 ：１５０日以上 

農業従事 ：農作業以外の企

      画管理を含む 

業務執行役員１

名のうち１名が常

時従事している。 

しない 

参考 

農地法第３条第２項第１号（権利移動の許可要件） 判断理由 
取消し 

に該当 

全部効率利用要件 

農地の権利を取得しようとする者またはその世帯員等が権利を有して

いる農地および許可申請に係る農地のすべてについて、効率的に利

用して耕作の事業を行うと認められること。 

すべての農地を

効率的に利用し

ている。 

しない 



別紙 3 

農地法第４条・第５条調査書 

第２３期第３１回農業委員会 議案第 ４ 号  

申請者（４条） 借 主（５条） 貸 主（５条） 確認者 

■■ ■■ － － ■■■ ■■■ 

１ 立地基準 

（１）農地区分の判断 

判  断  項  目 該当 備  考 

 【農用地区域内農地】 

農業振興地域整備計画における農用地区域内 －  

【甲種農地】（市街化調整区域内にある農地）  

概ね 10ha 以上の一団の農地で、高性能農業機械による営農が可能な

農地 

レ  

農業公共投資対象後 8年以内の農地 －  

【第 1 種農地】 

概ね 10ha 以上の集団的農地 －  

土地改良事業等の農業公共投資の対象農地 －  

農業生産力の高い農地 －  

 【第 2種農地】 

 鉄道の駅や市町村役場等から 500m 以内の区域内（宅地割合が 40％

を超える場合は 1km を限度に延長可）農地 
－  

農業公共投資対象外の生産性の低い小集団（概ね 10ha 未満）農地 －  

 【第 3種農地】 

 水道管、下水道菅、ガス菅のうち２種類以上が埋設の路沿道で、概ね

500m 以内に 2以上の教育施設等の公共公益的施設が存在 
－  

申請地から概ね 300m 以内に鉄道の駅、インターチェンジ、市町村役

場等がある 
－ 

住宅、事業所、公共施設又は公益的施設が連担 －  

街区の面積に占める宅地の面積割合が 40％超 －  

都市計画法の用途地域内 －  

土地区画整理事業等の施行区域内 －  

（２）上記により判断した理由（判断理由の根拠となった図面・資料等も添付） 

 申請地は、都市計画法第 7条第 1 項の市街化調整区域にある概ね 10ヘクタール以上の規模の一団の農地

の区域内にある 

農地のうち、その区画、面積、形状、傾斜及び土性が高性能農業機械による営農に適する良好な営農条件を備

える農地であ 

り、農地法施行令第 6条に該当する農地と判断する。 

（３）農用地区域内農地等における不許可例外事由 



２ 一般基準 

（１）事業実施の確実性 

確   認   事   項 可否 備     考 

資力、信用力 可 残高証明書 

転用行為の妨げとなる権利（貸借権、(根)抵当権、地上権等）者の

同意等 
可 抵当権者の同意書 

遅滞ない申請用途に供する見込み －  

他法令の許可、認可等の処分見込み 可 
都市計画法施行規則第60条の規

定に基づく証明書申請 

法令（条例含む）により義務付けられている行政庁との協議 －  

非農地と申請地との一体的な利用の確実性 可 土地利用計画図 

転用面積の妥当性 －  

転用目的が土地造成のみでないこと 

（宅地の造成のみを目的とする場合にはその妥当性） 
可 休憩所等の建設 

（２）被害防除措置の妥当性 

確   認   事   項 可否 備     考 

土砂の流出、崩壊等災害の発生 －  

農業用排水施設の有する機能の支障 －  

周辺農地の営農条件への支障（日照、通風、分断、蚕食等） －  

農道、ため池その他の農地の保全又は利用上必要な施設の有す

る機能への支障 
－  

（３）一時転用 

確   認   事   項 可否 備     考 

事業終了後の農地復元（表土の確保等） －  

設定する権利が賃借権又は使用貸借権 －  



３ 添付書類 

（１）必須の添付書類 

書   類   等 備         考 
ﾁｪｯｸ

欄 

定款又は寄付行為（法人の場合） 
定款、寄付行為等に定められた目的、業務の確認 

－ 

法人の登記事項証明書（法人の場合） － 

土地の登記事項証明書 
全部事項証明書（要約書は不可） 

転用面積は原則土地登記簿の地積による 
レ 

地番図 公図（地積図）等 レ 

位置図及び付近の状況を表示する図面（周

囲を含めた現況地目図） 

必要に応じ色塗り レ 

「農地の区分」が明確に判断できるもの レ 

申請建築物又は施設の面積、位置及び施設

間の距離を表示した図面 
縮尺１／５００～１／２,０００程度 レ 

資力・信用があることを証する書面 
残高証明書、融資証明書等 レ 

必要に応じ過去の事業実績確認書 レ 

所有者、地上権者等の同意書 

所有権以外の権限で申請の場合は所有者同意書 － 

地上権等の権利者がいる場合はその者の同意書 レ 

賃貸借の場合は農地法第２０条関係書面 － 

他法令の許認可等の書面 許認可や議決等を了している場合 レ 

土地改良区の意見書 土地改良区域内の場合 － 

水利権者、漁業権者等の同意等 取水・排水等で調整等を要する場合 － 

（２）その他の添付書類 

書   類   等 備         考 
ﾁｪｯｸ

欄 

実測図等（一筆の一部を転用する場合） 所有権移転の場合は分筆後の申請を指導 レ 

転用行為の妨げとなる権利者の同意書 抵当権者等の同意書 レ 

事業計画書  － 

事業計画の詳細  － 

必要面積算定根拠  － 

被害防除計画  － 

工事工程表  レ 

土地利用計画図  レ 

造成計画図（平面図、縦横断図）  － 

取水、排水（雨水）等関係図面 （排水施設使用願） － 

農地以外の土地の利用関係書類 
土地利用の契約又は同意書の写し、関係機関等との

協議経過書類 
－ 

住民票 登記事項証明書と住所等が異なる場合 － 

真正な権利者の証明（戸籍謄本、遺産分割

協議書写し、相続放棄書写し、相続系統図、

印鑑証明又は同意書等） 

相続未登記の場合 － 

復元関係書類（砂利採取法等許可申請写

し、埋戻土砂確保関係等書面（土量計算

等）、関係図面（縦横断図等）など） 

一時転用の場合 － 

農振整備計画に係る市町村の意見等 
農用地区域内の一時転用の場合で、農振整備計画

への支障がないことを確認 
－ 

写真 現況写真、航空写真 － 

その他 各法令に基づく許認可、告示等の写しなど － 



別紙 4 

農業経営基盤強化促進法第１８条 調査書 

第 23 期第 31 回農業委員会総会 議案第 5 号 

（利用権の設定：所有権移転・賃貸借権設定） 

譲受（借）人：■■■ ■ 譲渡（貸）人：■■ ■■■  作成者：■■ ■■ 

法１８条の条項 判断の理由 
不許可 

に該当 

２項第６号 

（解除条件）          
・借人は、農業常時従業者の個人である。 適応なし 

第３項第１号 

（基本構想適合） 

・基本構想に掲げる利用権の設定等を受ける者の備えるべき要

件を満たしているほか、農地の遊休化防止に資するなど、農用

地利用集積計画案の内容が基本構想に適合するものと認めら

れる。 

しない 

第３項第２号イ 

（全部効率利用） 

・譲受人は、平成 24 年度から当該地を賃貸し全て耕作してお

り、保有している機械の能力、農作業に従事する家族の状況等

からみて、耕作の事業に供すべき農地の全てを効率的に利用

出来るものと見込まれる。 

しない 

第３項第２号ロ 

（農作業常時従事） 

・譲受人は、本市美沢地区と隣接する安平町早来冨岡地区で長

く酪農経営しており、農作業を行う必要がある日数について農作

業に従事すると見込まれる。 

しない 

第３項第３号イ 

（継続的安定的農業経営） 
・第２項第６号に規定する者でない。 適応なし 

第３項第３号ロ 

（法人の場合の常時従事） 
・第２項第６号に規定する者でない。 適応なし 

第３項第４号 

（権利を有する者の同意） 

・利用権の設定等を受ける土地毎に、借人と貸人並びに当該土

地について所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸

借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有

する者はいない。 

適応なし 



別紙　５

：

：

Ⅰ　農業委員会の状況（令和２年３月３１日現在）

１　農業の概要

※　農林業センサスに基づいて記入。
※農業委員会調べ

２　農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 Ｒ 2 年 7 月 1 9 日

農地利用最適化推進委員

＊現在の体制を記載することとし、年度途中で切り替わった場合はいずれも記載

68

農業参入法人

集落営農経営

実数定数

実数

6

認定新規就農者

特定農業団体

2

任期満了年月日

地区数

計

※１　耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２　経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３　遊休農地面積は、農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第32条第１項
　　　第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

40代以下

平成３１年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価（案）

都 道 府 県 名 北海道

農 業 委 員 会 名 苫小牧市農業委員会

田

集落営農組織

畑

単位:ｈａ

     農業委員 定数

農家数(戸)

47

16

－ 1
－

6

農業委員数

－ 2

2

中立委員 － 1

経営耕地面積

7 7

準主業農家数 1

副業的農家数

26

認定農業者 － 3

40代以下

認定農業者に準ずる者

30

※　農林業センサスに基づい
て記入。

女性

主業農家数

21

1,372

普通畑 樹園地 牧草畑

310

1,240

農地台帳面積

遊休農地面積

1,372

814

耕地面積 1,240 1,240

20

4 500 814

農業者数(人) 経営数（経営）

販売農家数

総農家数

自給的農家数

82 認定農業者

基本構想水準到達者40

15

女性

農業就業者数



Ⅱ　担い手への農地の利用集積・集約化

１　現状及び課題

※１　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入

２　平成３１年度の目標及び実績

※１　集積目標は、活動計画に記載した集積面積を記入　

３　目標の達成に向けた活動　

※　活動実績は、目標の達成のために何月に何日何を行ったのか等詳細かつ具体的に記入

４　目標及び活動に対する評価

１７８ｈａ　　 1780%

現　　　　　状
（平成３１年３月現在） ７1７ｈａ　　　

集積率

担い手の高齢化が進んでいるため、各農家への個別訪問等により、認定農業者制度
や制度利用による経営規模拡大の利点などへの理解を得ながら、担い手を確保して
いく必要がある。

１０ｈａ　　

課　　　　　題

（うち、新規実績）

１３８ｈａ　　

集積目標　①

活動計画

これまでの集積面積

※３　新規実績は、集積実績のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地のうち、
　　　担い手に対して権利の設定・移転がされた農地）をどの程度増加させたかを記入

※２　集積実績は、年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

活動実績

集積実績　②

※２　これまでの集積面積は、活動計画に記載した担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第10条で
　　　定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

活動に対する評価
日頃から農業委員・農地利用最適化推進委員などにより担当地区内で、個別に農業
者の状況把握に努めており、農業者の意向を聞くなどこまめな対応を行っている成果
が出た。

利用集積目標２０haに対し、集積面積が７４haとなり、達成率が３７０％と目標を超えた。

農地貸借について、日頃から農業委員・農地利用最適化推進委員などと連携し、新規
就農者及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん活動等を実施しする
外、農業者等と北海道農政事務所、北海道、北海道農業会議等との意見交換会を令
和２年１月に１回開催し、農地中間管理事業等の周知を図った。

目標に対する評価

農地貸借について、農地中間管理事業等の周知を図るとともに、農地所有者の意向
把握に努め、新規就農者及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん活
動を実施する。

56.9%

管内の農地面積

１，２６０ｈａ　　

達成状況（②／①×１００）



Ⅲ　新たに農業経営を営もうとする者の参入促進

１　現状及び課題

２　平成３１年度の目標及び実績

※１　参入目標及び参入目標面積は、活動計画に記載した参入者数及び農地面積を記入　

３　目標の達成に向けた活動　

※　活動実績は、目標の達成のために、何月に何日何を行ったのか等詳細かつ具体的に記入

４　目標及び活動に対する評価

参入目標①

１経営体 ５経営体

※２　新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

参入実績② 達成状況（②／①×１００）

担い手の高齢化が進んでいるため、、各農家への個別訪問等により、認定農業者制
度や制度利用による経営規模の拡大などの利点について理解を得て、担い手を確
保する必要がある。

※１　新規参入者数は、活動計画に記載した過去３年の農地の権利移動を伴う新たな新規参入者数を
　　記入し、法人雇用や親元就農は含まない。

３０年度新規参入者数

　　　　　　　　　　　　　２経営体　　　　　　　　　　　　　２経営体　　　　　　　　　　　　　２経営体

農地貸借について、日頃から農業委員・農地利用最適化推進委員などと連携し、新規
就農者及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん活動等を実施しする
外、農業者等と北海道農政事務所、北海道、北海道農業会議等との意見交換会を令
和２年１月に１回開催し、農地中間管理事業等の周知を図った。

新規参入面積の目標は達成しましたが、今後も農地利用状況調査等で農地所有者の
意向等を把握し、集積への理解を得る活動を継続することが必要である。

※３　参入実績面積は、上記で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

農地貸借について、農地中間管理事業等の周知を図るとともに、農地所有者の意向
把握に努め、新規就農及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん活動
を実施する。

目標に対する評価
新規参入目標１経営体に対し５経営体と目標値を達成でき、参入実績面積目標５ｈａに
対しも５２ｈａと目標を達成することができた。

※２　参入実績は、１年間に新たに参入した新規参入者数を記入

活動に対する評価

活動計画

２９年度新規参入者数

活動実績

新規参入の状況

課　　　　　題

500%

２８年度新規参入者数



Ⅳ　遊休農地に関する措置に関する評価

１　現状及び課題

２　平成３１年度の目標及び実績

※１　解消目標は、活動計画に記載した解消面積を記入
※２　解消実績は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入

３　２の目標の達成に向けた活動

４　目標及び活動に対する評価

農地の利用意向
調査

調査実施時期：１２月～１月

調査方法

遊休農地面積（Ｂ）管内の農地面積（Ａ）

１１月～１月

調査面積：　　　　　　　0ha

第33条

調査数：　　　　　 　　　0筆

その他の活動

８月～１１月 １１月～１月

調査実施時期

調査面積：　　　　　　　0ha

調査実施時期　　１２月～１月

調査数：　　　　　　0筆

１８人

13ｈａ　　　

課　　　　　題

※１　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積と
　　　農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した同法第32条第１項第１号
　　　の遊休農地の合計面積を記入

現　　　　　状
（平成３１年３月現在）

13ｈａ　　

調査結果取りまとめ時期

達成状況（②／①×１００）解消目標①

　２月～３月

第32条第1項第1号 第32条第1項第2号

１８人

1.03%

措置の内容

割合（Ｂ／Ａ×１００）

目標に対する評価

調査結果取りまとめ時期

調査面積：　　　　0ha

遊休農地は発生しませんでしたが、目標値としては妥当である。

調査員数（実数）

活
動
計
画

８月～１１月

100%

農地の利用意向
調査 調査数：　　　　 　　　　0筆

活
動
実
績

農地の利用状況
調査

農地利用状況調査の円滑な実施と農業者等への制度周知及び相談・あっせん活動の
更なる充実が必要。

調査結果取りまとめ時期

※２　遊休農地面積は、活動計画に記載した農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により
　　　把握した第32条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

13ｈａ　　

1,2６0ｈａ　　

活動に対する評価
遊休農地は発生しませんでしたが、遊休農地化しそうな農地は現存するため、これまでにも増
してより一層積極的に遊休農地が発生しないよう予防対策を講じていくことが必要である。

解消実績②

市内全域を６調査区に分け、それぞれ複数の担当農業委員を定めて調査し、
調査結果が異なる農地について、１１月に全農業委員、事務局職員と市担当

農地の利用状況
調査

調査員数（実数） 調査実施時期

その他の活動



Ⅴ　違反転用への適正な対応

１　現状及び課題

※　管内の農地面積は、活動計画に記載した耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※　違反転用面積は、活動計画に記載した管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２　平成３１年度実績

※　実績は、年度末時点の違反転用面積を記入

３　活動計画･実績及び評価

管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）

1,2６0ｈａ　　　 ０ｈａ　　　

実　　　　績①

農業者等への周知、農地利用状況調査（８月～１１月）及び農業委員・推進委員等に
よる日常的見回りにより違反転用の未然防止を図る。不適切な利用状況の農地を発見
した場合は、速やかに農業委員と協議を行い、関係者に対して指導を行う。

現在、違反転用が見られないが今後も日頃の地道な未然防止活動が必要である。

活動実績
４月以降毎月のように農業委員・推進委員、及び事務局による農地の日常的な見回り
等を行って、違反転用の未然防止を図っている。

０ｈａ　　

活動に対する評価

活動計画

違反転用への適切な対応を図るため、農業者等への周知と利用状況調査を徹底する
ことが必要。

増減（Ｂ-①）

課　　　　　題

０ｈａ　　

※　活動実績は、違反転用の解消や早期発見･未然防止のために何月に何日何を行ったのか等
    詳細かつ具体的に記入

現　　　　　状
（平成３１年３月現在）



Ⅵ　農地法等によりその権限に属された事務に関する点検

１　農地法第３条に基づく許可事務

（１年間の処理件数：　　　　　２件、うち許可　　　　２件及び不許可　　　　０件）

２　農地転用に関する事務（意見を付して知事への送付）

（１年間の処理件数：　　　　３件）

実施状況

-

関係法令、審査基準に基づき、議案ごとに審議している。

-

申請者へ総会等での指摘や許可条件等を説
明した件数

２件

点検項目

是正措置

是正措置

議事録に記載の上農業委員会のホームページにて公表している。

総会等での審議

処理期間

審議結果等の公表

実施状況

-

許可申出書の記載内容を確認するとともに、複数の農業委員・推進委員及び事
務局職員で現地調査を実施している。

-

是正措置

標準処理期間

不許可処分の理由の詳細を説明した件数 ０件

-

議事録を記載の上農業委員会のホームページにて公表している。

実施状況

許可申出書の記載内容を確認するとともに、複数の農業委員・推進委員及び事
務局職員で現地調査を実施している。

-

-

総会等での審議

事実関係の確認

申請書受理から　30日

申請者への審議結果
の通知

是正措置

３０日

是正措置

実施状況

実施状況

実施状況

実施状況

-

申請書受理から　　３０日

30日実施状況

処理期間

処理期間（平均）標準処理期間

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認

具体的な内容

実施状況

処理期間（平均）

審議結果等の公表

是正措置

是正措置

-是正措置

是正措置

関係法令、審査基準に基づき、議案ごとに審議している。



３　農地所有適格法人からの報告への対応

４　情報の提供等

データ更新：農地の利用状況調査結果、相続等の届出、農地法の許可、農用地
利用集積計画に基づく利用権設定等、その他補足調査を踏まえ、毎月更新。

整備対象農地面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,３７２ｈａ

農地の権利移動等の
状況把握

実施状況

調査対象権利移動等件数　　　　　　　　４件
取りまとめ時期
　　　　令和２年３月

情報の提供方法：議事録に記載の上農業委員会のホームページにて公表して
いる。

是正措置

調査対象賃貸借件数　　　　　　　　　　　３３件

農地台帳の整備

０　法人

賃借料情報の調査・
提供

※その他の事務
　上記ⅡからⅥに掲げる事務以外の事務について、次年度の目標及びその達成に向けた活動計画
を作成する場合には、それぞれの事務ごとに、上記様式に準じて取りまとめること。

実施状況

是正措置

１３　法人

点検項目

うち報告書提出農地所有適格法人数

実施状況

農地所有適格法人からの報告につ
いて

０　法人

対応方針

０　法人うち督促後に報告書を提出した農地所有適格法人数

提出しなかった理由

うち報告書の督促を行った農地所有適格法人数

管内の農地所有適格法人数

点検項目

是正措置

情報の提供方法：苫小牧市農業委員会のホームページにて公表している。

公表時期
　　　　令和２年１月

０　法人

実施状況

うち報告書を提出しなかった農地所有適格法人

公表：農地部分の情報については全国農地ナビにて公表。

農地所有適格法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農地所有適格法人数

農地所有適格法人の状況につい
て

具体的な内容

１３　法人

対応状況



Ⅶ　地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容

※　Ⅱ～Ⅵの事務について、活動を通じて地域の農業者等から寄せられた主な意見及び対処方針について記載

Ⅷ　事務の実施状況の公表等

１　総会等の議事録の公表

ＨＰに公表している その他の方法で公表している

２　農地等利用最適化推進施策の改善についての意見の提出

意見の提出件数 件

３　活動計画の点検･評価の公表

ＨＰに公表している その他の方法で公表している

農地利用最適化等に関する事務

〈要望･意見〉

　無

〈対処内容〉

提出先及び提出した
意見の概要

〈要望･意見〉

　無

〈対処内容〉

農地法等によりその権限に属され
た事務



別紙　６

：

：

Ⅰ　農業委員会の状況（令和２年４月１日現在）

１　農家・農地等の概要

※　農林業センサスに基づいて記入。

※農業委員会調べ

２　農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 Ｒ 2 年 7 月 1 9 日

農地利用最適化推進委員

＊現在の体制を記載することとし、旧･新いずれかの記載事項は削除

令和２年度の目標及びその達成に向けた活動計画（案）

農 業 委 員 会 名

都 道 府 県 名 北海道

苫小牧市農業委員会

認定農業者

－

－ 3

2

6

中立委員

－

－ 2

認定農業者に準ずる者

40代以下 1

1

任期満了年月日

     農業委員

－

定数 実数 6

女性

定数 実数 地区数

2

農業委員数 7 7

30 特定農業団体

集落営農組織

※１　耕地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※２　経営耕地面積は、農林業センサスに基づいて記入
※３　遊休農地面積は、農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第32条第１項
       第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

農地台帳面積

副業的農家数

主業農家数 16 ※　農林業センサスに基づい
て記入。

農業参入法人

準主業農家数 1 集落営農経営

基本構想水準到達者 20

販売農家数 47 40代以下 15 認定新規就農者

経営数（経営）

総農家数 68 農業就業者数 82 認定農業者 26

農家数(戸) 農業者数(人)

遊休農地面積

自給的農家数 21 女性 40

経営耕地面積 814 310 4

耕地面積 1,240 1240

田 畑
普通畑 樹園地 牧草畑

1,372

単位:ｈａ

計

1,240

814500

1,372



Ⅱ　担い手への農地の利用集積・集約化

１　現状及び課題

※１　管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入

２　令和２年度の目標及び活動計画

※１　集積面積は、当該年度末時点で担い手へ利用集積されている農地の総面積を記入

※３　活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

Ⅲ　新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１　現状及び課題

２　令和２年度の目標及び活動計画

※１　目標は、１年間に新たに参入させる新規参入者数及び参入目標面積を記入
※２　活動計画は、目標の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

※１　新規参入者数は、過去３年の農地の権利移動を伴う各年度ごとの新たな新規参入数
　　 を記入し、法人雇用や親元就農は含まない（欄の最も右が昨年度）

参入目標数

３０年度新規参入者数

　　　　　　　　　　　　　５経営体

※２　新規参入者が取得した農地面積は、上段で記入した経営体が取得した農地面積の合計を記入

農地貸借について、農地中間管理事業等の周知を図るとともに、農地所有者の意
向把握に努め、新規就農及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん
活動を実施する。

２経営体　　

活動計画

活動計画

集積率

課　　　　　題

２９年度新規参入者数

管内の農地面積

※２　新規集積面積は、集積面積のうち１年間に新規集積面積（非担い手が自作又は利用していた農地
　　　のうち、担い手に対して権利の設定・移転させた農地）をどの程度増加させるかを記入

課　　　　　題
担い手の高齢化が進んでいるため、、各農家への個別訪問等により、認定農業者
制度や制度利用による経営規模の拡大などの利点について理解を得て、担い手
を確保する必要がある。

目標設定の考え方：過去の実績と農業者等の意向から設定

新規就農などから担い手への集積は進んではいるが、一方で担い手の高齢化も進んでいる
ため、、各農家への個別訪問等により、認定農業者制度や制度利用による経営規模拡大の
利点などへの理解を得ながら、今後も担い手を確保していく必要がある。

現　　　　　状
（令和２年３月現在）

これまでの集積面積

目　　標

　　　　841ｈａ　　　1,240ｈａ　　

※２　これまでの集積面積は、把握時点において担い手（認定農業者及び農業委員会法施行規則第10条で
　　　定める者）へ利用集積されている農地の総面積を記入

３１年度新規参入者数
新規参入の状況

農地貸借について、農地中間管理事業等の周知を図るとともに、農地所有者の意
向把握に努め、新規就農及び経営規模拡大希望者への農地情報提供とあっせん
活動を実施する。

　　　　　　　　　　　　　２経営体　　　　　　　　　　　　　２経営体

集積面積　　　　　　　　　　１０ｈａ  　　　　（うち新規集積面積　　　　２ｈa）

67.8%



Ⅳ　遊休農地に関する措置

１　現状及び課題

２　令和２年度の目標及び活動計画

※１　遊休農地の解消面積は、当該年度末時点の遊休農地の解消面積を記入
※２　遊休農地の解消面積は、市町村等が策定した目標を農業委員会が共有している場合には、当該市
 町村等 の目標を記入しても差し支えない

※３　「その他」欄には、利用状況調査･意向調査以外の遊休農地解消のための活動を記入

Ⅴ　違反転用への適正な対応

１　現状及び課題

※　管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積を記入
※　違反転用面積は、把握時点において管内で農地法第４条第１項又は第５条第１項の規定等に違反して
転用されている農地の総面積を記入

２　令和２年度の活動計画

0.0%

※　活動計画は、違反転用の解消や早期発見･未然防止のために何月に何を行うのか等詳細
    かつ具体的に記入

管内の農地面積（Ａ）

調査員数（実数） 調査実施時期

※２　遊休農地面積は、農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査により把握した第32条第１
　　　項第１号又は第２号のいずれかに該当する農地の総面積を記入

遊休農地の解消面積　　　　　　　0　ｈａ

活動計画

農業者等への周知、農地利用状況調査（８月～１１月）及び農業委員、推進委員、
事務局職員による日常的見回りにより違反転用の未然防止を図る。不適切な利用
状況の農地を発見した場合は、速やかに農業委員・推進委員と協議を行い、関係
者に対して指導を行う。

課　　　　　題
違反転用への適切な対応を図るため、農業者等への周知と利用状況調査を徹底
することが必要。

0ｈａ　　　

農地利用状況調査の円滑な実施と農業者等への制度周知及び相談・あっせん活
動の更なる充実が必要。

1,240ｈａ　　

課　　　　　題

1,240ｈａ　　

割合（Ｂ／Ａ×１００）

現　　　　　状
（令和２年４月現在）

※１　管内の農地面積は、耕地及び作付面積統計における耕地面積と農地法第30条第１項の規定による
　　　農地の利用状況調査により把握した同法第32条第１項第１号の遊休農地の合計面積を記入

活
動
計
画

その他

調査結果取りまとめ時期

農地の利用意向
調査

実施時期

８月～１１月 １１月～１月

調査方法

農地の利用状況
調査

１月～２月

違反転用面積（Ｂ）

市内全域を６調査区に分け、それぞれ複数の担当農業委員を定めて調査
し、調査結果が異なる農地について、１１月に全農業委員・推進委員、事務局
職員と市担当職員とで調査を実施し判定する。

0ｈａ　　　

調査結果取りまとめ時期

１２月～１月

　　　１８人

目標設定の考え方：農地所有者、農業委員・推進委員、中間管理機構などが連携
を図り遊休農地を解消すること。また、遊休農地を発生させないこと。

目　　標

現　　　　　状
（令和２年３月現在）

管内の農地面積（Ａ） 遊休農地面積（Ｂ）


